
令　和　８  年　度

大阪府富田林市

企業会計予算書

（下水道事業）





議案第３０号 

令和８年度大阪府富田林市下水道事業会計予算 

 

（総  則） 

第１条 令和８年度大阪府富田林市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。   

事  項 公共下水道事業 公共浄化槽整備推進事業 

整備済人口 ９７，８１１ 人 ２，２３３ 人 

年間有収水量 ９，３２０千㎥ １９０千㎥ 

一日平均有収水量 ２５，５３４ ㎥ ５２１ ㎥ 

主要な建設改良事業 
既成市街地公共下水道整備事業費 

３８２，０８５千円 

浄化槽購入費 

３５，８９７千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収     入 

第１款 下水道事業収益      ３，３４３，８９９ 千円 

第１項 営業収益       １，４７８，１０６ 千円 

第２項 営業外収益       １，８４０，７９３ 千円 

第３項 特別利益       ２５，０００ 千円 

支     出 

第１款 下水道事業費用      ３，３９７，５８３ 千円 

第１項 営業費用        ３，２０７，６３３ 千円 

第２項 営業外費用         １８７，５３１ 千円 

第３項 特別損失              ４１９ 千円 

第４項 予備費             ２，０００ 千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し 

不足する額７５２，３８９千円は、当年度分損益勘定留保資金７５２，３８９千円で補てんす

るものとする。） 

収     入 

第１款 資本的収入        ９９１，１６３ 千円 

第１項 企業債             ５１８，６００ 千円 

第２項 分担金            １２，０９４ 千円 

第３項 負担金            １，０１６ 千円 

第４項 他会計出資金        ２２１，８２３  千円 

第５項 補助金           ２３７，６３０ 千円 

                 支     出 

第１款 資本的支出         １，７４３，５５２ 千円 

第１項 建設改良費       ７８８，５５１ 千円 

第２項 企業債償還金      ９５５，００１ 千円 
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（債務負担行為） 

第５条  債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事  項 期  間 限 度 額 

富田林市水洗便所改造資金融資あっ

旋に伴う損失補償・支払利子 

借入実行日から 

返済日まで 

回収不能元金及びその延滞利息・融資

あっ旋にかかる金融機関への支払利子 

(9)富田林市災害用マンホールトイレ 

設置工事 
令和９年度 68,000千円 

(9)緊急時市内一円洗管・浚渫・木根

切断及びTVカメラ調査業務 
令和９年度 3,300千円 

(9)汚水ポンプ施設点検管理業務 令和９年度 22,000千円 

(9)浄化槽汚泥引抜清掃業務 令和９年度 45,152千円 

 

（企 業 債） 

第６条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債 

の 

目的 

限度額 

（千円） 

起債 

の    

方法 

利

率 

償  還  の  方  法 

資金 

区分 

償還

期限 

据置

期間 

償還 

方法 
その他 

公共下水道事業 375,300 
証書

借入

又は

証券

発行 

年

5.0

％ 

以

内 

政 府 

機 構 

その他 

40年 

以内 

5年 

以内 

元利均等又

は元金均等

で、年賦又

は半年賦又

は満期一括

償還 

企業財政その他の都

合により据置期間及

び償還期限を短縮

し、もしくは繰上償

還又は低利に借り換

えることができる。 

流域下水道事業 80,500 

公共浄化槽 

整備推進事業 
21,800 

資本費平準化債 41,000 
20年

以内 

3年

以内 

 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、１，０００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１）収益的支出における各項間の流用 

（２）資本的支出における各項間の流用 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、 

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければ 

ならない。 

（１）職員給与費 １５４，７６０千円 

 

（他会計からの補助金） 

第１０条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、７２７，８９５千円である。 

 

 

令和８年２月２４日提出 

富田林市長  𠮷 村 善 美 
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予　算　に　関　す　る　説　明　書
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(単位 : 千円)

1. 下水道事業収益 3,343,899

1. 営 業 収 益 1,478,106

1. 下 水 道 使 用 料 1,359,356

2. 浄 化 槽 使 用 料 15,264

3. 他 会 計 負 担 金 103,345

4. その他の営業収益 141 手数料等

2. 営業外収益 1,840,793

1. 受 取 利 息 400 定期預金利息

2. 補 助 金 734,973

3. 長 期 前 受 金 戻 入 1,104,268 長期前受金戻入

4. 雑 収 益 1,152

3. 特 別 利 益 25,000

1. そ の 他 特 別 利 益 25,000

1. 下水道事業費用 3,397,583

1. 営 業 費 用 3,207,633

1. 管 渠 費 209,352

2. 普 及 指 導 費 23,694

3. 業 務 費 80,630

4. 総 係 費 74,847

流 域 下 水 道
維持管理費負担金

6. 浄 化 槽 管 理 費 95,053

7. 減 価 償 却 費 1,749,207

8. 資 産 減 耗 費 161,134 固定資産の除却費

2. 営業外費用 187,531

1. 支 払 利 息 159,951

2. 雑 支 出 279

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

3. 特 別 損 失 419

1.
過 年 度 損 益
修 正 損

419 貸倒れに係る消費税等

4. 予 備 費 2,000

1. 予 備 費 2,000 予備費

浄化槽の維持管理に要する費用

固定資産の減価償却費

企業債支払利息

雑支出

3. 27,301 消費税及び地方消費税

管路の維持管理に要する費用

水質規制、水洗化普及促進対策に
要する費用
下水道使用料等徴収業務に要する
費用

業務活動全般に要する費用

5. 813,716
流域下水道の維持管理に要する
費用

下水道使用料

浄化槽使用料

雨水処理負担金等

流域下水道負担金精算返還金

支      出

他会計補助金等

賃貸料等

款 項 目 予定額 説 明

令和８年度    大阪府富田林市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出
収      入

款 項 目 予定額 説 明
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(単位 : 千円)

1. 資 本 的 収 入 991,163

1. 企 業 債 518,600

1. 企 業 債 518,600

2. 分 担 金 12,094

1. 分 担 金 12,094 市街化調整区域下水道分担金等

3. 負 担 金 1,016

1. 負 担 金 1,016 工事負担金

4. 他 会 計 221,823

出 資 金 1. 他 会 計 出 資 金 221,823 一般会計出資金

５. 補 助 金 237,630

1. 府 補 助 金 788 大阪府浄化槽整備事業費補助金

2. 国 庫 補 助 金 236,842 社会資本整備総合交付金等

1. 資 本 的 支 出 1,743,552

1. 建設改良費 788,551

1. 下 水 道 整 備 費 670,474

2. 浄 化 槽 建 設 費 37,157

流 域 下 水 道
建 設 費 負 担 金

2. 企 業 債 955,001

償 還 金 1. 企 業 債 償 還 金 955,001 企業債元金償還金

資本的収入及び支出

予定額

3.

収      入

管渠等の整備に要する費用

浄化槽の設置に要する費用

説 明款

流域下水道の建設改良に伴う
負担金

款

支      出

目 予定額 説 明

80,920

項

建設改良事業に伴う企業債、
資本費平準化債

項 目
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(令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで)

(単位 ： 千円)

当年度純損失 △61,376
減価償却費 1,749,207
固定資産除却費 161,134
引当金の計上 8,714
貸倒引当金の減少額 △77
長期前受金戻入額 △1,104,268
受取利息 △400
支払利息及び取扱諸費 159,951
営業及び営業外未収金増加額 △29,647
営業及び営業外未払金・未払費用減少額 △21,544
前払金増減額 0
前受金増減額 0
その他流動負債の増減 0
その他流動資産の増減 0
小計 861,694
利息の受取額 400
支払利息及び取扱諸費 △159,951
業務活動によるキャッシュ・フロー① 702,143

建設改良に伴う支出 △730,525
特定収入消費税 △21,605
負担金収入 923
補助金収入 237,630
分担金収入 12,094
その他資本的収入 0
有価証券償還による収入 0
国庫補助金返還金による支出 0
有価証券購入による支出 0
投資活動に伴う未収金等の債権の増加額 △55
投資活動に伴う未払金等の債務の増加額 16,236
投資活動によるキャッシュ・フロー② △485,302

短期借入による収入 0
一時借入金返済による支出 0
企業債による収入 518,600
企業債償還による支出 △955,001
その他企業債による収入 0
他会計出資金による収入 221,823
リース債務の支払 0
財務活動によるキャッシュ・フロー③ △214,578

2,263
372,511
374,774Ⅵ 現金預金の期末残高

 令和８年度 　大阪府富田林市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ 現金預金の増加額④=①+②+③
Ⅴ 現金預金の期首残高
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　　　　　　　　給　　与　　費　　明　　細　　書

ア　会計年度任用職員以外の職員

特別職

(人)

0 ( 0 ) 17

0 ( 0 ) 17

0 ( 0 ) 0

   ※（  ）内は、短時間勤務職員

住居手当
その他の

手当

(千円) (千円)

手当の 2,256 960

内　訳 2,916 1,380

△ 660 △ 420

特別職

(人)

0 ( 0 ) 0

0 ( 0 ) 0

0 ( 0 ) 0

   ※（  ）内は、短時間勤務職員

住居手当
その他の

手当

(千円) (千円)

手当の 0 0

内　訳 0 0

0 00 0比　　　較 0 0 0 0 0

0 0

前　年　度 0 0 0 0 0 0 0

本　年　度 0 0 0 0 0

前　年　度 0 0 0 0 0

期末勤勉
手当

退職手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本　年　度 0 0 0 0 0 0

区　　　分
扶養手当 地域手当 管理職手当 通勤手当

時間外
勤務手当

0

比　　　較 0 0 0 0 0 0

法定福利費 合計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

イ　会計年度任用職員　

職　員　数 給　与　費

区　　　分 一般職 報酬 給料 手当 計

比　　　較 △ 492 1,119 0 △ 1,017 125 4,095 776

33,909 8,530

前　年　度 2,850 6,798 1,620 1,992 2,426 29,814

本　年　度 2,358 7,917 1,620 975 2,551

7,754

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

9,705

区　　　分
扶養手当 地域手当 管理職手当 通勤手当

時間外
勤務手当

期末勤勉
手当

退職手当

比　　　較 0 4,410 3,526 7,936 1,769

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

154,760

前　年　度 0 64,204 57,550 121,754 23,301 145,055

本　年　度 0 68,614 61,076 129,690 25,070

１．総　括

職　員　数 給　与　費

区　　　分 一般職 報酬 給料 手当 計 法定福利費 合計
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扶養手当

通勤手当

期末勤勉手当

退職手当

住居手当 対象者の減少による

児童手当

３．給料及び手当の状況

ア　職員１人当たりの給与 イ　初　任　給

区　　分 一般会計の制度

高校卒 同　　じ

大学卒 同　　じ

平均年齢　　 (歳) 41.6

令和7年1月1日現在

平均給料月額 (円) 329,589

平均給与月額 (円) 399,105

平均年齢　　 (歳) 42.3

区　　分 一般職 一般職

令和8年1月1日現在

平均給料月額 (円) 336,328 206,700円

平均給与月額 (円) 402,568 237,600円

期末勤勉手当 325 支給率改定等による

△ 420 対象者の減少による

退職及び異動等による

△ 1,017 通勤方法の変更などによる

3,770 退職及び異動等による

776 対象者の増加による

△ 660

その他の増減分 2,233

△ 492 支給対象者の減少による

地域手当 151

時間外勤務手当 125 時間数の増加による

制度改正に
伴う増加分

1,005
地域手当 680 支給率改定等による

給与改定に
伴う増加分

212 地域手当 212 支給率改定等による

その他の増減分 1,540 1,540 退職及び異動等による

手　当 3,526

昇給に
伴う増加分

76 地域手当 76

給　料 4,410

昇給に
伴う増加分

751 751 昇給率1.17％

給与改定に
伴う増加分

2,119 2,119 平均3.3%

２．給料及び手当の増減額の明細

区分 増減額(千円) 増減事由別内訳(千円) 説明(千円) 備　　 考
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ウ　級別職員数

一 般 職 一 般 職

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

（級別の基準となる職務）

エ　昇給

区 分 一般職 区 分 一般職

(人) 17 (人) 17

本 前

0 0

年 0 年 0

0 0

度 15 度 16

0 0

88.2 94.1

号給数別内訳

1号給(人)

号給数別内訳

1号給(人)

2号給(人) 2号給(人)

3号給(人) 3号給(人)

4号給(人) 4号給(人)

16

5号給(人) 5号給(人)

比率　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 比率　(Ｂ)／(Ａ)　(％)

昇給に係る職員数(Ｂ) (人) 15 昇給に係る職員数(Ｂ) (人)

　部長の職務又は部長の職務に相当する職務

職 員 数(Ａ)　 職 員 数(Ａ)　

7級 　次長の職務又は次長の職務に相当する職務

区    分 職務内容

一般職

1級 　他の級に属さない職務

2級 　知識又は経験を必要とする業務を行う職員の職務

3級 　副主任の職務

4級 　係長の職務又は係長の職務に相当する職務

5級 　課長代理の職務又は課長代理の職務に相当する職務

6級 　課長の職務又は課長の職務に相当する職務

8級

100.0%

8級 0 0.0% 8級 0 0.0%

計 17 100.0% 計 17

5.9%

6級 1 5.9% 6級 1 5.9%

7級 0 0.0% 7級 1

11.8%

3級 5 29.4%

4級 5 29.4% 4級 4 23.5%

5級 2 11.8% 5級 2

1級 1 5.9%

2級 4 23.5% 2級 3 17.6%

区　　　分 区　　　分

令和8年1月1日現在

1級 0 0.0%

令和7年1月1日現在

3級 5 29.4%
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オ　期末手当・勤勉手当

(1.225) (1.225) (2.45)

2.325 2.325 4.65

(1.200) (1.200) (2.40)

2.300 2.300 4.60

一般会計の (1.225) (1.225) (2.45)

制     度 2.325 2.325 4.65

20年勤続 25年勤続 35年勤続 最高限度
の者(月分) の者(月分) の者(月分) （月分）

一般会計の制度

（支給率等）

キ　その他の手当

地　域　手　当 同　　　　じ

住　居　手　当 同　　　　じ

通　勤　手　当 同　　　　じ

区　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

扶　養　手　当 同　　　　じ

最高15年45％迄

24.586875 33.27075 47.709 47.709
早期退職者1年につき3％加算

最高15年45％迄

早期退職者1年につき3％加算
支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

有 ※( )内は、暫定再任用職員

カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区　分 その他の加算措置等 備考

本　年　度 有 ※( )内は、暫定再任用職員

前　年　度 有 ※( )内は、暫定再任用職員

区　分

支給期別支給率
支給率計
(月分)

備　考
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

6月(月分) 12月(月分)
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期間 金額 期間 金額 営業収益等

富田林市水洗便所改造資金融資あっ旋に伴う
損失補償・支払利子

回収不能元
金及びその
延滞利息・
融資あっ旋
にかかる金
融機関への
支払利子

― ―
借入実行日から

返済日まで

回収不能元
金及びその
延滞利息・
融資あっ旋
にかかる金
融機関への
支払利子

全 額 

汚水ポンプ施設点検管理業務 104,877 令和７年度迄 61,532 令和８年度 43,345 43,345

緊急時市内一円洗管・浚渫・木根切断及び
TVカメラ調査業務

13,041 令和７年度迄 10,115 令和８年度 2,926 2,926

富田林市第三期公共浄化槽整備推進事業 477,092 令和７年度迄 131,337
令和８年度から
令和14年度まで

345,755 345,755

富田林市下水道事業排水設備等関連業務 45,254 令和７年度迄 15,444
令和８年度から
令和11年度まで

29,810 29,810

公営企業会計システムクラウド化事業 14,239 令和７年度迄 6,143
令和８年度から
令和11年度まで

8,096 8,096

最終桝管理業務委託 9,951 令和７年度迄 0
令和８年度から
令和10年度まで

9,951 9,951

(8)富田林市災害用マンホールトイレ設置工事 64,000 令和７年度迄 0 令和８年度 64,000 64,000

(8)浄化槽汚泥引抜清掃業務 43,311 令和７年度迄 0 令和８年度 43,311 43,311

(8)富田林市公共下水道事業計画変更業務 33,000 令和７年度迄 0 令和８年度 33,000 33,000

(8)材料価格特別調査業務 1,100 令和７年度迄 0 令和８年度 1,100 1,100

(9)富田林市災害用マンホールトイレ設置工事 68,000 令和７年度迄 0 令和９年度 68,000 68,000

(9)緊急時市内一円洗管・浚渫・木根切断及び
TVカメラ調査業務

3,300 令和７年度迄 0 令和９年度 3,300 3,300

(9)汚水ポンプ施設点検管理業務 22,000 令和７年度迄 0 令和９年度 22,000 22,000

(9)浄化槽汚泥引抜清掃業務 45,152 令和７年度迄 0 令和９年度 45,152 45,152

左の
財源内訳事　　項 限度額

前年度末迄の
支払義務発生(見込)額

当該年度以降の
支払義務発生予定額

(単位 : 千円)

債務負担行為に関する調書
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(単位 : 千円)

1

(1) 下 水 道 使 用 料 1,245,256

(2) 浄 化 槽 使 用 料 14,390

(3) 他 会 計 負 担 金 72,643

(4) そ の 他 の 営 業 収 益 145 1,332,434

2

(1) 管 渠 費 159,864

(2) 普 及 指 導 費 21,421

(3) 業 務 費 78,014

(4) 総 係 費 52,705

(5) 流 域 下 水 道 維 持 管 理 費 647,226

(6) 浄 化 槽 管 理 費 86,415

(7) 減 価 償 却 費 1,764,744

(8) 資 産 減 耗 費 708 2,811,097

1,478,663

3

(1) 受 取 利 息 50

(2) 補 助 金 732,725

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 959,485

(4) 雑 収 益 1,184 1,693,444

4

(1) 支 払 利 息 166,031

(2) 雑 支 出 14,021 180,052 1,513,392

34,729

5

(1) 固 定 資 産 売 却 益 0

(2) そ の 他 特 別 利 益 60,000 60,000

6

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 0

(2) そ の 他 特 別 損 失 0 0 60,000

94,729

929

0

95,658

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

令和７年度  大阪府富田林市下水道事業会計予定損益計算書（税抜）

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 収 益

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

当 年 度 純 利 益
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(単位 ： 千円)

1
(1)

(2)

(3)

40,928,348

2
(1)
(2)

(3)
(4) 0
(5)

559,389
41,487,737資 産 合 計

概 算 払 0
前 払 金
有 価 証 券 0
流 動 資 産 合 計

流 動 資 産
現 金 預 金 372,511
未 収 金 193,422
貸 倒 引 当 金 △ 6,544 186,878

ハ そ の 他 投 資 8
投 資 合 計 5,065
固 定 資 産 合 計

イ 投 資 有 価 証 券 0
ロ 出 資 金 5,057

ハ ソ フ ト ウ ェ ア 0
無 形 固 定 資 産 合 計 3,564,204
投 資

イ 施 設 利 用 権 3,564,204
ロ 無 形 リ ー ス 資 産 0

チ 建 設 仮 勘 定 32,730
有 形 固 定 資 産 合 計 37,359,079
無 形 固 定 資 産

ト 有 形 リ ー ス 資 産 0
減 価 償 却 累 計 額 0 0

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 9,370
減 価 償 却 累 計 額 △ 7,805 1,565

ホ 車 両 運 搬 具 1,826
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,458 368

ニ 機 械 及 び 装 置 2,950
減 価 償 却 累 計 額 △ 494 2,456

ハ 構 築 物 51,190,068
減 価 償 却 累 計 額 △ 15,025,472 36,164,596

ロ 建 物 1,827
減 価 償 却 累 計 額 △ 954 873

令和７年度  大阪府富田林市下水道事業会計予定貸借対照表（税抜）

(令和８年３月３１日)

資 産 の 部
固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
イ 土 地 1,156,491
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(単位 ： 千円)

3
(1)

(2)
(3)

10,375,792

4
(1)

(2)
(3)
(4)
(5)
(6)
(7)
(8)
(9)

1,096,128

5
(1)
(2)

18,545,799

30,017,719

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金 28,034,393

収 益 化 累 計 額 △ 9,488,594

ハ 修 繕 引 当 金 0 13,183

(10) そ の 他 流 動 負 債 0

引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金 0

ロ 賞 与 引 当 金 13,183

預 り 保 管 有 価 証 券 0

そ の 他 預 り 金 20

一 時 借 入 金 0

未 払 金 127,774

預 り 金 0

前 受 金 150

充 て る た め の 企 業 債

ロ そ の 他 企 業 債 0 955,001

リ ー ス 債 務 0

40,046

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

イ 建設改良費等の財源に 955,001

引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金 40,046

ロ 修 繕 引 当 金 0

充 て る た め の 企 業 債

ロ そ の 他 企 業 債 0 10,335,746

リ ー ス 債 務 0

負 債 の 部
固 定 負 債

企 業 債

イ 建設改良費等の財源に 10,335,746
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(単位 ： 千円)

6 9,960,565

7
(1)

(2)

1,509,453

11,470,018

41,487,737

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

ニ 当年度未処分利益剰余金 95,658

利 益 剰 余 金 合 計 364,094

ロ 利 益 積 立 金 0

ハ 建 設 改 良 積 立 金 127,853

利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金 140,583

へ 受 贈 財 産 評 価 額 272,939

資 本 剰 余 金 合 計 1,145,359

ニ 負 担 金 0

ホ 分 担 金 0

ロ 府 補 助 金 0

ハ 他 会 計 補 助 金 829,818

資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金 42,602

資 本 の 部
資 本 金

剰 余 金
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(単位 ： 千円)

1
(1)

(2)

(3)

39,748,532

2
(1)
(2)

(3)
(4) 0
(5)

591,431
40,339,963

ロ 建 物 1,827
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,050 777

令和８年度  大阪府富田林市下水道事業会計予定貸借対照表(税抜)

(令和９年３月３１日)

資 産 の 部
固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
イ 土 地 1,156,491

ニ 機 械 及 び 装 置 2,950
減 価 償 却 累 計 額 △ 494 2,456

ハ 構 築 物 51,718,625
減 価 償 却 累 計 額 △ 16,541,963 35,176,662

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 9,370
減 価 償 却 累 計 額 △ 8,158 1,212

ホ 車 両 運 搬 具 1,826
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,458 368

チ 建 設 仮 勘 定 0
有 形 固 定 資 産 合 計 36,337,966
無 形 固 定 資 産

ト 有 形 リ ー ス 資 産 0
減 価 償 却 累 計 額 0 0

ハ ソ フ ト ウ ェ ア 0
無 形 固 定 資 産 合 計 3,405,501
投 資

イ 施 設 利 用 権 3,405,501
ロ 無 形 リ ー ス 資 産 0

ハ そ の 他 投 資 8
投 資 合 計 5,065
固 定 資 産 合 計

イ 投 資 有 価 証 券 0
ロ 出 資 金 5,057

概 算 払 0
前 払 金
有 価 証 券 0
流 動 資 産 合 計

流 動 資 産
現 金 預 金 374,774
未 収 金 223,124
貸 倒 引 当 金 △ 6,467 216,657

資 産 合 計
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(単位 ： 千円)

3
(1)

(2)
(3)

9,469,210

4
(1)

(2)
(3)
(4)
(5)
(6)
(7)
(8)
(9)

1,569,715

5
(1)
(2)

17,670,573

28,709,498

充 て る た め の 企 業 債

ロ そ の 他 企 業 債 41,000 9,420,634

リ ー ス 債 務 0

負 債 の 部
固 定 負 債

企 業 債

イ 建設改良費等の財源に 9,379,634

48,576

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

イ 建設改良費等の財源に 1,433,713

引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金 48,576

ロ 修 繕 引 当 金 0

未 払 金 122,465

預 り 金 0

前 受 金 150

充 て る た め の 企 業 債

ロ そ の 他 企 業 債 0 1,433,713

リ ー ス 債 務 0

引 当 金

イ 退 職 給 付 引 当 金 0

ロ 賞 与 引 当 金 13,367

預 り 保 管 有 価 証 券 0

そ の 他 預 り 金 20

一 時 借 入 金 0

28,263,436

収 益 化 累 計 額 △ 10,592,863

ハ 修 繕 引 当 金 0 13,367

(10) そ の 他 流 動 負 債 0

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金
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(単位 ： 千円)

6 10,182,388

7
(1)

(2)

1,448,077

11,630,465

40,339,963

資 本 の 部
資 本 金

剰 余 金

ロ 府 補 助 金 0

ハ 他 会 計 補 助 金 829,818

資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金 42,602

へ 受 贈 財 産 評 価 額 272,939

資 本 剰 余 金 合 計 1,145,359

ニ 負 担 金 0

ホ 分 担 金 0

ロ 利 益 積 立 金 0

ハ 建 設 改 良 積 立 金 127,853

利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金 140,583

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

ニ 当年度未処分利益剰余金 34,282

利 益 剰 余 金 合 計 302,718
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注記 

Ⅰ重要な会計方針 

地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

 

1 固定資産の減価償却の方法等について 

（1）減価償却の方法については「定額法」による。 

（2）主な耐用年数は次のとおりとする。 

 イ  有形固定資産（リース資産を除く） 

建物             50 年 

構築物          28～50 年 

機械及び装置       10～20 年 

車両運搬具                4～ 5 年 

工具器具及び備品      4～10 年 

 ロ  無形固定資産（リース資産を除く） 

 施設利用権          45 年 

 ソフトウェア          5 年 

ハ  リース資産 

本市では現時点でリース資産は存在しない。 

 

2 引当金の計上方法 

（1）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、簡便法により当年度末における

退職手当の要支給額に相当する金額（市長部局との「職員の退職手当

の負担に関する協定書」に基づき、下水道事業会計が負担すると見込

まれる額）を計上している。 

（2）賞与引当金 

 職員の期末手当、勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備え

るため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属す

る額を計上している。 

（3）貸倒引当金 

 債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等の特定債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上している。 

 

3 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式で処理している。 

 

4 予定キャッシュ・フロー計算書関連 

   間接法により作成している。 
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Ⅱ予定貸借対照表等関連 

 

1 引当金の取崩し 

(1) 賞与引当金の取崩し 

令和８年度において、期末手当及び勤勉手当として３３，９０９千円

を支給することになったため、賞与引当金（手当分）１１，０６２千

円の取り崩しを予定している。また、賞与に伴う法定福利費６，２６

８千円を支払うため、賞与引当金（法定福利分）２，１２１千円の取

り崩しを予定している。 

 

Ⅲセグメント情報の開示 

本市では、公共下水道事業及び公共浄化槽整備推進事業を運営しており、各

事業で運営方針等を決定していることから、公共下水道事業及び公共浄化槽

整備推進事業の２つを報告セグメントとしている。 

事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 
下水道事業区域内における、汚水の処理及び

雨水排除 

公共浄化槽整備推進事業 
公共浄化槽整備推進事業区域内における汚水

処理 

 

報告セグメントごとの営業収益等（税抜） 

（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで） 

（単位：千円） 

項目 公共下水道事業 
公共浄化槽 

整備推進事業 
合計 

営業収益 

営業費用 

1,339,264 

2,980,066 

13,876 

120,412 

1,353,140 

3,100,478 

営業損益 

経常損益 

△1,640,802 

    △82,771 

△106,536 

△1,332 

△1,747,338 

△84,103 

セグメント資産 39,774,946 565,017 40,339,963 

セグメント負債 28,100,954 608,544 28,709,498 

その他の項目 

他会計繰入金 

減価償却費 

支払利息 

特別利益 

固定資産の増減額 

 

920,842 

1,717,122 

154,989 

22,727 

△1,180,625 

 

99,958 

32,085 

4,962 

0 

809 

 

1,020,800 

1,749,207 

159,951 

22,727 

△1,179,816 
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Ⅳ減損損失 

 

1 グルーピングの方法 

本市では、公共下水道事業及び公共浄化槽整備推進事業の２つの資産グル

ープとしている。 

 

2 減損の兆候について 

本市では、業務活動から生じる損益又はキャッシュ・フローが継続してマ

イナスとなる見込みは、現時点でないことから、減損損失を認識していな

い。 

 

Ⅴリース契約により使用する固定資産 

 

1 リース取引の処理方法 

リース料総額が 300 万円以上の所有権移転ファイナンス・リース取引に 

ついては、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

 

2 リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引 

に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

    １年以内        741 千円 

    １年超     371 千円 

     計      1,112 千円 

 

Ⅵその他の注記 

特になし。 
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（単位 ： 千円）

節 予 定 額

1. 営 業 収 益 1,478,106

1. 下水道使用料 1,359,356

下水道使用料 1,359,356 下水道使用料

2. 浄化槽使用料 15,264

浄化槽使用料 15,264

3. 他会計負担金 103,345

他会計負担金 103,345

4. そ の 他 の 141

営 業 収 益
手 数 料 141

2. 営 業 外 1,840,793

収 益 1. 受 取 利 息 400

預 金 利 息 400

2. 補 助 金 734,973

国 庫 補 助 金 7,078

他 会 計
補 助 金

727,895

3. 長 期 前 受 金 1,104,268

戻 入 長 期 前 受 金
戻 入

1,104,268

4. 雑 収 益 1,152

賃 貸 料 184 賃貸料

そ の 他
雑 収 益

968

3. 特 別 利 益 25,000

1. そ の 他 25,000

特 別 利 益
そ の 他
特 別 利 益

25,000 流域下水道負担金精算返還金

令和８年度    大阪府富田林市下水道事業会計予算明細書

収益的収入及び支出

収    入

項 目

（款）１．下水道事業収益

定期預金利息

説                       明

４市町村協指定業者登録申請手数料等

浄化槽使用料

徴収金等

分流式下水道等に要する経費繰入金等

長期前受金戻入

雨水処理負担金、４市町村協負担金

社会資本整備総合交付金
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（単位 ： 千円）

節 予 定 額

1. 営 業 費 用 3,207,633

1. 管 渠 費 209,352

給 料 20,204 職員給料

手 当 11,899 扶養手当 528

管理職手当 696

地域手当 2,340

住居手当 972

時間外勤務手当 212

通勤手当 284

期末勤勉手当 6,627

児童手当 240

賞 与 引 当 金 3,921 賞与引当金（手当） 3,313

繰 入 額 賞与引当金（法定福利費） 608

法 定 福 利 費 6,803 共済負担金等

光 熱 水 費 467 光熱水費

印 刷 製 本 費 1,123 内水ハザードマップ印刷

通 信 運 搬 費 2,127 マンホールポンプ通信料

修 繕 費 31,637

動 力 費 5,703 マンホールポンプ電力料

委 託 料 120,924

材 料 費 3,340 補修用材料費

負 担 金 1,204

2. 普 及 指 導 費 23,694

給 料 4,895 職員給料

手 当 3,309 扶養手当 372

管理職手当 420

地域手当 626

通勤手当 50

期末勤勉手当 1,721

児童手当 120

賞 与 引 当 金 1,015 賞与引当金（手当） 860

繰 入 額 賞与引当金（法定福利費） 155

法 定 福 利 費 1,725 共済負担金等

委 託 料 11,615

補 償 費 480

補助及び交付金 655 水洗便所改造補助金

普及促進業務委託料

損失補償金

支    出

項 目

（款）１．下水道事業費用

説                       明

他会計負担金等

管渠、マンホールポンプの修繕

公共下水道事業計画変更業務等
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（単位：千円）

節 予 定 額

3. 業 務 費 80,630

委 託 料 80,630 下水道料金徴収業務委託料

4. 総 係 費 74,847

給 料 18,042 職員給料

手 当 9,333 扶養手当 396

地域手当 2,002

住居手当 324

時間外勤務手当 589

通勤手当 196

期末勤勉手当 5,706

児童手当 120

賞 与 引 当 金 3,393 賞与引当金（手当） 2,853

繰 入 額 賞与引当金（法定福利費） 540

法 定 福 利 費 5,987 共済負担金等

報 酬 160

旅 費 352 職員旅費

被 服 費 17 作業服

備 消 品 費 1,217

燃 料 費 356 車両用等

通 信 運 搬 費 2,557

手 数 料 83 車両関係手数料

賃 借 料 69 複写機使用料

修 繕 費 522

保 険 費 等 362 市有物件災害共済分担金等

厚 生 費 137 福利厚生費

退 職 給 付 引 当 金
繰 入 額

5,671 退職給付引当金繰入額

貸 倒 引 当 金
繰 入 額

4,187 貸倒引当金繰入額

使 用 料 290

公 租 公 課 費 65 自動車重量税

負 担 金 22,047

5. 流域下水道維持 813,716

管 理 費 負 担 金
負 担 金 813,716

有料道路使用料等

他会計負担金、日本下水道協会負担金等

流域下水道施設維持管理費負担金

項

（款）１．下水道事業費用

事務用、パソコン用備消品等

説                       明

委員報酬

車両整備、事務備品等の修繕

目

郵送料、電話代、システム使用料等
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（単位：千円）

節 予 定 額

6. 浄 化 槽 管 理 費 95,053

給 料 4,221 職員給料

手 当 2,637 地域手当 465

住居手当 324

時間外勤務手当 441

通勤手当 24

期末勤勉手当 1,383

賞 与 引 当 金 818 賞与引当金（手当） 691

繰 入 額 賞与引当金（法定福利費） 127

法 定 福 利 費 1,406 共済負担金等

旅 費 8 職員旅費

手 数 料 43,307 浄化槽汚泥引抜手数料

修 繕 費 9,101

委 託 料 29,840

材 料 費 2,705 浄化槽補修用材料費

補 償 費 480 損失補償金

負 担 金 20 協議会等会費

補 助 及 び 交 付 金 510 水洗便所改造補助金

7. 減 価 償 却 費 1,749,207

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

1,516,940

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

232,267

8. 資 産 減 耗 費 161,134

固 定 資 産 除 却 費 161,134 有形固定資産の除却費

2. 営 業 外 187,531

費 用 1. 支 払 利 息 159,951

企 業 債
支 払 利 息

159,951 企業債支払利息

2. 雑 支 出 279

雑 支 出 279

3. 消 費 税 及 び 27,301

地 方 消 費 税 消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

27,301 消費税及び地方消費税

3. 特 別 損 失 419

1. 過 年 度 損 益 419

修 正 損 過 年 度 損 益
修 正 損

419 貸倒れに係る消費税等

4. 予 備 費 2,000

1. 予 備 費 2,000

予 備 費 2,000 予備費

有形固定資産の減価償却費

無形固定資産の減価償却費

雑支出

浄化槽保守管理委託料等

説                       明

浄化槽の修繕

項 目

（款）１．下水道事業費用

-30-



（単位 ： 千円）

節 予 定 額

1. 企 業 債 518,600

1. 企 業 債 518,600

企 業 債 518,600

2. 分 担 金 12,094

1. 分 担 金 12,094

分 担 金 12,094 市街化調整区域下水道分担金、浄化槽分担金

3. 負 担 金 1,016

1. 負 担 金 1,016

工 事 負 担 金 1,016

4. 他会計出資金 221,823

1. 他会計出資金 221,823

一 般 会 計 出 資 金 221,823 一般会計出資金

5. 補 助 金 237,630

1. 府 補 助 金 788

府 補 助 金 788 大阪府浄化槽整備事業費補助金

2. 国 庫 補 助 金 236,842

国 庫 補 助 金 236,842

工事負担金

社会資本整備総合交付金等

資本的収入及び支出

収    入

説                       明項 目

（款）１．資本的収入

建設改良事業に伴う企業債、資本費平準化債

-31-



（単位 ： 千円）

節 予 定 額

1. 建設改良費 788,551

1. 下水道整備費 670,474

給 料 21,252 職員給料

手 当 17,651 扶養手当 1,062

管理職手当 504

地域手当 2,484

住居手当 636

時間外勤務手当 1,309

通勤手当 421

期末勤勉手当 7,170

期末勤勉手当（引） 3,585

児童手当 480

法 定 福 利 費 7,719 共済負担金等

印 刷 製 本 費 23 図面製本代

賃 借 料 741

委 託 料 45,100

退 職 給 付 費 2,859 退職給付費

工 事 請 負 費 473,894

補 償 費 93,340

負 担 金 1,295 道路復旧工事に伴う負担金

補助及び交付金 6,600

2. 浄化槽建設費 37,157

公有財産購入費 35,897 浄化槽購入費

補助及び交付金 1,260

3. 流 域 下 水 道 80,920

建設費負担金
負 担 金 80,920

2. 企 業 債 955,001

償 還 金 1. 企 業 債 955,001

償 還 金 企 業 債
償 還 金

955,001 企業債元金償還金

積算システム賃借料

水道管移設補償等

水洗便所改造工事資金助成金

水洗便所改造工事資金助成金

支    出

項 目 説                       明

（款）１．資本的支出

流域下水道施設建設費負担金

設計委託料等

下水道整備工事、管渠改良工事等
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